
 
 

様式第七号の二の二（第十四条の十関係） 

                                                                               （Ａ４） 
 

 
３ ５ ０ 

 

  宅 地 建 物 取 引 士 証 

  交 付 申 請 書 
 

 

 

 

            下記により、宅地建物取引士証の交付を申請します。 
    2.4㎝ 
                                 令和元年１２月１６日 

    写       宮崎県知事 殿 

 

    真                郵便番号 (８８０－１１９２) 

                 申請者 住  所 宮崎県宮崎市生目台西○－○○－○ 
 
                     氏  名 北俣 綾            

 
 

申請の種類 1.新規 

 １  2.更新 

 3.登録の移転 

     受付番号       受付年月日       申請時の登録番号 

                ４ ５    ９ ４ ８ ３     ＊   ＊ 
  

         受講年月日 

          ＊ 
 
  
  
 

住     所 
 宮崎県宮崎市生目台西○－○○－○ 

            電話番号(０９８５)４８－×××× 

  
 

(フ  リ  ガ  ナ) 

氏     名 

 キタマタ アヤ 

 北俣 綾 

生 年 月 日  平成１年   １２月  １２日 

業務に従事している 

宅地建物取引業者に 

関する事項 

商 号 又 は 名 称                   株式会社綾北開発不動産 

免 許 証 番 号                  

 国土交通大臣 

       ( ２ )第 ６８１１号 

 宮崎県 知事 

 
新 規 の 場 合                

 

試験の合格後１年を経 

過しているか否かの別 

            
い る 

   １年を経過して 
           いない 

更 新 又 は 登 録                

の 移 転 の 場 合                

現に有する宅地建物取

引士証の有効期限 
     年    月    日 

  この者は、宅地建物取引業法第22条の2第2項又は第22条の3第2項の規定において 

 準用する同法第22条の2第2項の規定による講習を修了したことを証します。  

    年  月  日 

   ＊  

 
 

                 講習実施者              □印  確 認 欄 
   ＊ 
   

  
 

 
 

           証    紙        欄 

 

           （消印してはならない） 

 

 

宮崎県収入証紙4,500円分 

・当該 記入例 は、宮崎県知事登録者を対象としたものです。 
・黒色のボールペン等（耐水性のもの）で記入してください（鉛筆書きや文字が消えるものは不可）｡ 記入例 

この記入例は、他書類記入例と連動しています。 

６月以内に撮影した、カラー、無帽、正面、上半身、無背景の写真。写真の裏
面に申請者の氏名及び登録番号を記入（表面にインクがにじまないように、ま

た、凹凸が出ないように注意）。宅地建物取引士証貼付用写真と同一のもの。 

顔の大きさ
２cm程度 

３cm 

資格登録している内容を記入。 
（現状がこの記載内容になっているが登録内容がこの

記載内容になっていない場合は、事前に【様式第七
号】宅地建物取引士資格登録簿変更登録申請書で変更
することが必要。 

・初めて交付申請する場合は1(新規) 
・有効期間内の宅地建物取引士証を保有し

ている間に交付申請する場合は2(更新) 
・宅地建物取引士証の有効期間が切れた後
に交付申請する場合は1(新規) 

・登録移転申請に伴い交付申請する場合は
3(登録の移転) 

登録移転申請に伴い交付申請をする場
合は、記入しない。 

・試験合格後１年以内の申請の場合は証明不要（法定講習の受講不要）。 
・宮崎県法定講習受講後即日交付される者以外は、法定講習実施団体から当該欄に
証明印をもらうか別途受講証明書類を受領し、当該書類と併せて提出すること。 

該当しない免許権者は消去  

 

従事先がない

場合は空白 

右詰め 

更新回数含め正確に記入すること 

｢申請の種類｣が

1(新規)の場合 

｢申請の種類｣が

2(更新)又は3(登
録の移転)の場合 
※かつて宅地建

物取引士証を保
有していたが有
効期間が過ぎた

者は、この欄で
はなく「新規の
場合」欄に記入 


